
入札公告  

      

 次のとおり一般競争入札に付します。  

令和７年６月２日   

 

１ 入札に付する事項  

(1) 入札に係る名称  

機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事  

(2) 仕様  

仕様書による  

(3) 履行期限   

仕様書による  

(4) 納入場所  

仕様書による  

 

２ 入札に参加する者に必要な資格  

(1) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に

該当しないものであること。  

(2) 埼玉県入札参加資格名簿に登録されている者であること。  

(3) 公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る入札参加停止等

の措置要綱（平成２１年３月３１日付け入審第５１３号）に基づく入札参

加停止等の措置を受けていない者であること。  

(4) 公告日から落札決定までの期間に、埼玉県の契約に係る暴力団排除措置

要綱（平成２１年４月１日付け入審第９７号）に基づく入札参加除外の措

置を受けていない者であること。  

(5) 国（独立行政法人、公社及び公団を含む。）や地方公共団体との契約実績

がある者。  

(6) 埼玉県国保連合会財務規則第５３条の３の規定に該当しない者である

こと。  

(7) 個人情報を取り扱う業務委託の場合は、プライバシーマークまたはＩＳ

ＭＳ認証を取得しているなど個人情報を適切に保護している者であるこ

と。  

(8) 入札参加届出書（様式１）を提出していない者は入札に参加できないも

のとする。  

 

３ 入札手続等に関する事項  

(1) 入札申込  

以下に示す場所に入札参加届出書（様式１）を期限までに提出しなけれ

ば入札への参加を認めない。  



ア 日時 令和７年６月１０日（火）午後５時まで（必着）  

郵送・電子メールまたはＦＡＸによるものとする。  

ＦＡＸの場合は送信した旨を電話連絡すること。  

イ 提出場所  

〒３３８－０００２  

埼玉県さいたま市中央区大字下落合１７０４番（国保会館）  

埼玉県国民健康保険団体連合会  出納室  

電話：０４８－８２４－２７６３  

ＦＡＸ：０４８－８２４－２７６５  

電子メール： suitou@saikokuhoren.or.jp  

(2) 入札日時及び場所  

ア 日時 令和７年６月２３日（月）午前１１時３０分  

イ 場所 埼玉県さいたま市中央区大字下落合１７０４番（国保会館）  

埼玉県国民健康保険団体連合会  ８階第２会議室  

※ 参加申込み後、本会より特に連絡が無ければ当日直接会場へお越

しください。  

(3) 開札日時及び場所  

入札終了後直ちに（２）のイの場所において行う。  

(4) 入札方法等に関する事項  

ア 落札決定に当たっては、入札書（様式２）に記載された金額に当該金

額の１０％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数が

あるときは、その端数金額を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である

か免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に

相当する金額を入札書（様式２）に記載すること。  

イ 入札は、本人又はその代理人が行うものとする。ただし、代理人が入

札する場合には、入札前に委任状（様式３）を提出するものとする。  

(5) 落札者の決定   

最低の入札書（様式２）記載金額をもって入札した者を落札者とする。 

(6) 入札の無効  

本公告に示した入札参加資格のない者がした入札及び入札に関する条  

件に違反した入札は無効とする。  

(7) 入札又は開札の中止による損害に関する事項  

天災その他やむを得ない理由により入札又は開札を行うことができな  

い時は、これを中止する。この中止による損害は、入札者の負担とする。 

 

 



４ その他  

(1) 入札及び契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨  

日本語及び日本国通貨に限る。  

(2) 契約書作成の要否  

   要  

(3) 入札保証金  

免除  

(4) 郵便又は電信による入札は認めない。  

(5) 談合情報があった場合は、談合の事実の有無に関わらず、そのすべてを

公表することがある。  

(6) 談合情報どおりの開札結果となった場合は、談合の事実の有無に関わら

ず、契約を締結しないことがある。  

(7) 現地調査を希望する場合は、以下期間に実施するものとする。  

  ア 令和７年６月１１日（水）～６月１７日（火）（土日を除く。）  

    午前１０時～正午又は午後１時３０分～午後４時  

  イ 本会出納室に事前に（時間・人数等）申入れの調整をする。  

(8) 入札等に関する質疑がある場合には、質問票（様式５）により、令和７年

６月１８日（水）正午までに電子メール又はＦＡＸにて送信すること。  

ＦＡＸの場合は、送信した旨を電話連絡すること。  

質問に対する回答は、電子メールにて令和７年６月１９日（木）午後５時

までに入札者全員に送信する。  

電子メール： suitou@saikokuhoren.or.jp 

ＦＡＸ：０４８－８２４－２７６５  

(9) 担当課  

  埼玉県国民健康保険団体連合会  出納室  

  電話：０４８－８２４－２７６３



入札説明書 

 

埼玉県国民健康保険団体連合会の機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事に係る入札公

告（令和７年６月２日付け）に基づく一般競争入札については、関係法令に定めるもののほか、この

入札説明書によるものとする。 

 

１ 入札に付する事項 

(1) 入札に係る名称 

機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事 

(2) 仕様 

仕様書による 

(3) 履行期限 

仕様書による 

(4) 納入場所 

仕様書による 

 

２ 注意事項 

(1) 天変地異などの特別の事情がある場合を除き、遅刻は一切認めないので時間厳守に留意するこ

と。 

また、入札開始後は会場に入室できない。 

(2) 代理人として入札する場合は、委任状（様式３）を提出すること。 

(3) 入札に際しては、予定価格を設けている。予定価格以内での落札者がない場合は、再度入札

〔１回〕を行う。 

(4) 入札書（様式２）の首標金額は、消費税及び地方消費税を含まずに記入すること。 

なお、首標金額欄には、機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事に係る総合計額を記 

入すること。 

(5) 入札途中で辞退する場合は、入札書（様式２）の首標金額欄右側に、辞退と記入すること。 

なお、入札書（様式２）の記載事項は全て記入すること。 

(6) 予定価格内での最低価格業者が複数いる場合は、くじびきで落札者を決定する。 

なお、くじびきは辞退できない。 

(7) 入札に使用する印鑑は必ず持参すること。 

 

３ 入札に参加する者に必要な資格 

  入札公告のとおり。 

 

４ 入札の無効 

入札公告のとおり。 

 



５ 入札参加届出書（様式１）の提出について 

  入札公告のとおり。 

 

６ 入札及び開札の日時及び場所等 

(1) 日時 令和７年６月２３日（月）午前１１時３０分 

持参によるものとする。 

(2) 入札及び開札場所 

入札公告のとおり。 

(3) 当日用意するもの 

ア 入札書〔機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事〕（様式２） 

イ 委任状〔代理人の場合〕（様式３） 

ウ 入札に使用する印鑑〔代理人の場合は代理人印〕 

※ 入札書及び委任状については、事前に必要箇所の押印を済ませておくこと。 

 

７ 入札参加者は、提出した入札書（様式２）の変更及び取消しをすることができない。 

 

８ 落札者の決定方法 

予定価格以下で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履

行がなされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の

秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適切であると認められるときは、ヒアリング調査を

実施した結果、予定価格以下の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格をもって入札をした

者を落札者とすることがある。 

 

９ その他の事項は、埼玉県国民健康保険団体連合会入札心得の定めにより実施する。 

 

10 入札保証金 免除 

 

11 契約書作成の要否 要 

 

12 入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

 

13 その他 

(1) 入札参加者は、提出した書類等について説明を求められた場合は、自己の責任において速やか

に書面をもって説明しなければならない。 

(2) 現地調査対応 

   入札公告のとおり。 

 



(3) 質問票（様式５）の提出及び回答 

ア 入札説明書又は仕様書等に関する質問がある場合は、質問票（様式５）に所定の事項を記入

の上、令和７年６月１８日（水）正午までに電子メール又はＦＡＸによって提出すること。 

ＦＡＸの場合は、送信した旨を電話連絡すること。 

イ 質問に対する回答は、電子メールにて令和７年６月１９日（木）午後５時までに入札参加者

全員に送信する。 

(4) 一般競争入札の辞退 

競争入札を辞退する場合は、入札辞退届（様式４）を提出すること。 

ア 期限 

令和７年６月２０日（金）正午まで必着 

イ 提出先 

〒３３８－０００２ 

埼玉県さいたま市中央区大字下落合１７０４番 国保会館 

埼玉県国民健康保険団体連合会 出納室 

(5) 本件に関する照会先 

〒３３８－０００２ 

埼玉県さいたま市中央区大字下落合１７０４番 国保会館 

埼玉県国民健康保険団体連合会 出納室 

電話：０４８－８２４－２７６３  ＦＡＸ：０４８－８２４－２７６５ 

電子メール：suitou@saikokuhoren.or.jp 

  



埼玉県国民健康保険団体連合会入札心得  

  

入札者は次の事項を遵守して入札をすること。  

  

１ 入札者は指定された入札の日時及び場所に遅れないように参集しなければならない。  

 

２ 入札者は仕様書、現物、見本等熟覧し、自己の氏名を表記した封筒に所定の様式の入札書を

入れて提出すること。  

 

３ 代理人が入札をする権限を有する者の委任する委任状を携行し、入札開始の前に提出しなけ

ればならない。  

 

４ 入札者は、一旦提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。  

 

５ 無効入札の主なものは次のとおり。  

(1) 入札に参加する資格のない者のした入札、又は代理権の確認を受けない代理人の行った入

札 

(2) 入札書の記載事項のうち入札金額、入札者の氏名その他主要な事項が識別しがたい入札 

(3) 入札者又はその代理人が２以上の入札をしたときは、その全部の入札 

(4) 他人を脅迫し、その他不正の行為によってした入札 

(5) 入札に関する条件に違反した入札 

(6) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正の行為をし

たと認めるときは全部の入札  

以上の入札の効力は入札執行職員が決定する、この場合当該入札者はその決定に対し異議を申

し立てることはできない。  

 

６ 再入札は１回とする。なお、この再入札には無効入札をした者及び辞退したとみなされた者

は参加することができない。  

 

７ 入札者は入札執行職員の指示に従って入札しなければならない。  

  



【資料】  

●地方自治法施行令 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第百六十七条の四 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次

の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。  

一 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）第三十二条第

一項各号に掲げる者  

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該当すると

認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参加させないことが

できる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、

また同様とする。  

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しく

は数量に関して不正の行為をしたとき。 

二 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害

し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

四 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務

の執行を妨げたとき。 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故意に虚偽の

事実に基づき過大な額で行つたとき。 

七 この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされている者を契

約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。  

  

●本会財務規則 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第五十三条の三 理事長は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る

契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。  

２ 理事長は、次の各号の一に該当すると認められる者をその事実があった後二年間一般競争入

札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として

使用する者についても、同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品 質若

しくは数量に関して不正の行為をした者 

二 入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の

利益を得るために連合した者 

三 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

四 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

五 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

六 前各号の一に該当する事実があった後二年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、

支配人その他の使用人として使用した者  



様式１ 

入札参加届出書 

 

下記の案件について、競争入札に参加したく、本届出書により申込いたします。 

 

記 

 

１ 件名 機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事 

 

２ 入札者情報 

事業所名  

所在地  

代表者名  

代表者役職  

代表者電話番号  

代表者ＦＡＸ番号  

適格請求書発行事業者番号  

担当者所属部署名称  

担当者名  

担当者所属住所等  

担当者電話番号  

担当者ＦＡＸ番号  

担当者Ｅメール  

 

  年  月  日 

 

埼玉県国民健康保険団体連合会 

理 事 長  木 津 雅 晟 様 

 

       所  在  地 

 

       商号又は名称 

 

       代 表 者 氏 名                   印 

（ 代 理 人 ） 



様式２ 
（  回目） 

入  札  書 

 

  年  月  日  

 

埼玉県国民健康保険団体連合会 

理 事 長  木 津 雅 晟 様 

 

 

住    所 

商号又は名称 

                    代  表  者  名                                   ㊞ 

（代理人の場合押印は不要です。） 

              上 記 代理 人 

                    氏    名                                   ㊞ 

（委任状代理人の印と同一の印を押印下さい。） 

 

下記のとおり入札いたします。 

 

件  名   「機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事」 

 

納入期限   本会の指定する日 

 

納入場所   本会の指定する場所 

 

金額 

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

 

 

         

 

 注１ 金額の頭部に￥マークを記入すること。 

  ２ 落札の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０％に相当

する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方

消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約

金額の１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。



                                 様式３ 

委  任  状 

 

  年  月  日  

 

 

埼玉県国民健康保険団体連合会 

理 事 長  木 津 雅 晟 様 

 

 

             所  在  地 

             商号又は名称 

             代 表 者 氏 名               印 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、令和７年６月２３日に行われる下記の委任事

項の権限を委任します。 

 

記 

 

１ 件 名 「機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事」に係る入札 

 

 

２ 代理人                              

 

 

 

代理人使用印鑑 

 

 

 

３ 委任事項 

 (1) 入札及び見積りに関すること。 

 (2) 契約の締結に関すること。 

 (3) 契約の履行に関すること。 

 (4) 代金の請求及び受領に関すること。 

 (5) 前各号に付帯する一切のこと。



                                 様式４ 

入 札 辞 退 届 

 

 

 件 名  「機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事」 

 

 上記について次の理由により競争入札を辞退します。 

 

 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年  月  日  

 

 

埼玉県国民健康保険団体連合会 

理 事 長  木 津 雅 晟 様 

 

 

           所  在  地 

           商号又は名称 

     代 表 者 氏 名                   印 

           （代理人）



（ ○ 回目）  

  ↑入札回数を記入すること。 

入  札  書 

 

  年  月  日  

 

埼玉県国民健康保険団体連合会  

理 事 長  木 津 雅 晟 様 

 

 

住    所  さいたま市○区        

商号又は名称  ㈱○○○           

代  表  者  名  ○ ○ ○        ㊞ 

（代理人の場合押印は不要です。）  

上 記 代 理 人                 

氏    名  ○ ○ ○ ○      ㊞  

（委任状代理人の印と同一の印を押印下さい。） 

 

下記のとおり入札いたします。 

 

件  名   「○○○○○○」 

 

納入期限   本会の指定する日 

 

納入場所   本会の指定する場所 

積算した合計金額（消費税含まず）を記入すること↓ 

金額 

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

 

 

  ￥ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

注１ 金額の頭部に￥マークを記入すること。 

 ２ 落札の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１％ 

相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積もった契約金額の１００／１１０に相当する金額を入札書に

記載すること。 

(例)様式２ 

該当印を必ず押すこと  
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入札書等の記載例 

 

１ 入札書の記載例  

 (1) 代表者が入札する場合  

   【記載例１】代表者が直接入札する場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

※日付欄は、入札書を提出する年月日を記入してください。 

 

 (2) 代理人が入札する場合 

   委任状を提出する代理人が入札する場合は、次の記載例によります。 

   【記載例２】あらかじめ受任を受けている者が入札する場合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

    ※代表者の住所、名称及び氏名を記載後、代理人の氏名を記載して押

印してください。 

入 札 書  

令和  年  月  日  

 理事長 様  

     住     所 埼玉県○○市  

     商号又は名称 株式会社 ○○  

     代 表 者 名 代表取締役 ○○ ○○ ○印  

入 札 書  

令和  年  月  日  

 理事長 様  

     住     所 埼玉県○○市  

     商号又は名称 株式会社 ○○  

     代 表 者 名 代表取締役 ○○ ○○  

          （代理人の場合押印は不要です。） 

 

     上記代理人  

     氏    名   ○○ ○○      ○印  

    （委任状代理人の印と同一の印を押印下さい。） 
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２ 入札書の提出方法 

  入札書は、封筒に入れ密封し、封筒に次のとおり表示の上、提出してくだ  

さい。  

【封筒表面の記載例】（縦書き横書きは問いません。）  

 

 

【封筒裏面の記載例】（○印 の部分には、必ず代表者 (代理人 )印を押印してくださ

い。）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

    開札日    令和  年  月  日  

    入札件名   ○○に係る入札  

    商号又は名称  

 

           入札書在中  

印 

印 

 

印 

 

印 



機械式駐車場不活性ガス消火設備ガス容器交換工事仕様書 

 

 埼玉県国民健康保険団体連合会を以下「甲」といい、受託業者を以下「乙」という。 

 

１ 工事の場所 

  埼玉県さいたま市中央区大字下落合1704番 国保会館機械式駐車場 
 

２ 工事の期限等 

  工事は、平日（土曜日及び日曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178

号）に規定する休日並びに12月29日から翌年の１月３日までの日以外の日をいう。）に

行うこととする。ただし、あらかじめ甲の承諾を受けた場合は、この限りでない。 

  また、工事の期限については、令和８年３月 31 日（火）までとし、期限の延長により

生じた費用等は、全て、乙の負担とする。 

 

３ 対象機器 

機器名等 仕様 数量 単位 

貯蔵容器  PH14B 30 本 

起動容器 PH5C 1 本 

容器連結還  30 本 

容器弁開放装置  30 個 

容器操作銅管（両端ナット付）  24 本 

容器操作銅管（両端ナット付）  5 本 

閉止ナット  1 個 

ボンベ搬出・据付工事  1 式 

配管接続工事  1 式 

消防書類作成  1 式 

容器充填・耐圧・行き取り証明書 

作成 
 1 式 

 

４ 工事について 

 (1) 既存機器撤去作業 

   廃棄処分作業を含むものとし、廃棄処分費用は乙の負担とする。 

 (2) 機器更新作業 

   機器搬入作業を含むものとし、費用は乙の負担とする。 

   ただし、乙は工事を開始する前に現地調査を行い、必要機器に過不足が生じる場合に

は、甲と協議し、数量等の調整を行うこと。 



   また、生産終了等により指定の機器を用意できない場合には、当該旨を甲に連絡した

上で、後継品の納品を認める。 

   工事に関連する消耗雑材（配線材料を含む。）については、乙の負担とする。 

 (3) 試験及び調整作業 

   費用は乙の負担とする。 

 (4) 業務従事者の資格 

   乙は、現場責任者又は技術管理者の管理の下に、工事に従事する者として、その業務

に十分な知識と能力を有する者を当てなければならない。 

 (5) 工事施行の原則 

   乙は、本仕様書に準拠し、必要に応じ、甲及び隣接する土地等の権利者等並びに関係

官公庁等と協調を保ち、正確かつ誠実に工事を行うとともに、次に定める事項を遵守し

なければならない。 

 

  ア 工事に係る必要な関係官公庁等への届出等の手続きは、乙が確認し、作成も含め、

適正に処理する。 

  イ 工事で発生した残材及び廃材等の不要物は、乙の責任において適正に処分する。 

  ウ 工事で知り得た甲及び隣接する土地等の権利者の事情及び成果品の内容を他に漏

らしてはならない。 

  エ 工事について、居ながら工事となる場合は、甲及びＡＧＳ株式会社等の業務に支障

がないよう行う。 

  オ 隣接する土地等の権利者から要望等があった場合には、十分その意向を把握した上

で、甲に速やかに報告し、指示を受ける。 

 (6) 現地踏査 

   乙は、工事に着手する前に工事区域の現地踏査を行い、地域の状況、土地及び土地に

定着する建築物の概況を把握しなければならない。 

 (7) 立入り 

   乙は、工事のために工事の場所及び工事の対象並びに隣接する土地等に立ち入ろうと

するときは、あらかじめ、甲及び隣接する土地等の権利者の同意を得なければならない。 

 (8) 作業工程表の策定 

   乙は、工事に着手する前に、本仕様書及び現地踏査の結果等を基に作業工程表を策定

するものとし、これに則り確実に工事が実施できる執行体制を整備しなければならない。 

 (9) 工事着手前の提出資料 

   乙は、次に掲げる資料を、工事に着手する前に速やかに提出しなければならない。 

  ア 現場責任者、技術管理者及び業務従事者等の経歴書 

  イ 作業工程表及び工事の内容の詳細 

  ウ 工事箇所等の位置がわかる図面 

  エ 工事に使用する機器等の一覧 

  オ その他、甲が必要と認める資料 

 



５ 報告について 

  工事報告書の作成及び提出 

  乙は、工事の結果を基に、次に掲げる資料を作成し、工事報告書として取りまとめ、提

出しなければならない。 

  なお、工事報告書は、表紙に年度、業務名、建物名及び企業名を記載するとともに、目

次を付した上、容易に取り外すことが可能な方法により編綴する。 

 (1) 工事箇所及び更新した部品の規格等を正確に記入した図面等 

 (2) 作業写真（作業前、作業中、作業後、工事箇所、更新した部品及びその他必要な写真） 

 (3) その他、甲が必要と認める資料 

 

６ その他 

 (1) 乙は、甲と情報の共有を図り、工事の内容の説明及び工事の日程の調整を行わなけれ

ばならない。 

 (2) 乙は、施設利用者等の安全を十分に確保し、事故等の防止に努め、事故等が発生した

場合には、直ちに甲に連絡しなければならない。 

 (3) 乙は、甲から情報提供を求められた場合には、随時、書面等で応じなければならない。 

 (4) 乙は、国保会館建物管理業者等と情報の共有を図り、工事の内容等の説明を行わなけ

ればならない。 

 (5) 乙は、甲及び国保会館建物管理業者から国保会館の鍵等を貸与した場合、乙の責任に

より管理することとする。 

 (6) 他の工事と工期が重なる場合には、作業に支障がないよう業者間で調整を行うものと

する。 


